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１．インボイス制度の導⼊経緯と仕組み



インボイス導入の経緯

• 87年2⽉中曽根内閣「売上税法案」国会提出。インボイス制度も導⼊。

• 88年7⽉⽵下内閣「消費税法案」国会提出。帳簿⽅式に変更。

• 12年3⽉野⽥内閣「税制抜本改⾰法案」国会提出。

• 12年6⽉18⽇⺠主⾃⺠公明の３党合意。逆進性対策の⼀つに軽減税率も含まれた。

• 16年2⽉安倍内閣税制改正法案で軽減税率とインボイス導⼊を国会提案。

• 19年10⽉消費税率引上げ、軽減税率の実施。

• 23年10⽉インボイス制度実施予定。



「消費者」に納税義務はない

（定義）

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は当該各号に定めるところによる。

三 個人事業者 事業を行う個人をいう。

四 事業者 個人事業者及び法人をいう。

（納税義務者）

第五条 事業者は、国内において行った課税資産の譲渡等及び特定課税仕入れにつき、この法律により、消費税を納める義務がある。

（課税標準）

第二十八条 課税資産の譲渡等に係る消費税の課税標準は、課税資産の譲渡等の対価の額とする。

（税率）

第二十九条 消費税の税率は、百分の七・八とする。

出典：消費税法より抜粋



２．消費税は「公平な税⾦」なのか？



新規滞納発生数の推移（国税庁）



輸出還付金をもらって、下請けに原価引下げ要求



３．問題だらけの登録要請が頻発



出典：政府関係省庁
会議提出資料
（230116）



大手飲料メーカーのケース











FIT制度で、電力会社が仕入れ税額控除できない！





資源エネルギー庁 井上部長の答弁

「インボイス制度導入により仕入税額控除できない
部分は、2023年度について、資源エネルギー庁の
審議会での議論を踏まえて、FIT制度において手当て
する予定である。
2023年度に必要となる金額は、アンケート調査の
結果から機械的に試算すると、10kw未満の太陽光
分が15億円、10kw以上の太陽光分が39億円、そ
の他の分が4億円と、計58億円と試算される。」

2023年2月財務金融委員会 田村貴昭議員質疑



４.「雇⽤によらない労働」とインボイス



出典：ProEngineerのHPより

非正規雇用とともに「雇用によらない働き方」が増加





注１）田村貴昭事務所で機械的に試算。消費税は簡易課税を選択（第5種みなし仕入れ率50％）。所得税・住民税の経費はみなし仕入れ率で代用。 
参考）消費税の簡易課税の事業区分第5種事業とは、運輸通信業、金融・保険業 、サービス業（飲食店業に該当する事業を除きます。）をいい、第1種事業から第3種事業までの事業
に該当する事業を除く。俳優・声優、アニメーター、プロスポーツ選手、宿泊業、生活関連サービス業、娯楽業、医療、福祉、複合サービス事業（士業、コンサルティング業、美容室、

イベント運営、デザイン業、ソフトウェア制作、人材派遣、修理業）などがこの区分に該当する。 



５．STOPインボイスの広がりと野党共闘





＃STOPインボイス ⽇⽐⾕野外⾳楽堂集会 10/26





⽴憲､共産､れいわ､社⺠､無所属の
国会議員が呼びかけ

70名超



齋藤健 法務⼤⾂

インボイス制度導入を延期すべし！！

この制度を開始しようとすると、零細企業、個人事業主等に新たな納税事務作業など、
かなりの事務負担が生じるだけでなく、インボイス発行事業者にならないと、取引から外
されてしまう可能性すらあります。

今、日本の中小・零細企業は、新型コロナ感染による影響が長引き、円安、原油・原材
料価格高騰、ウクライナ侵略の長期化等の影響を大きく受けています。多くの中小・零細
企業が、死ぬか生きるかの瀬戸際にあるようなときに、事務負担を大幅に増大させたり、
取引実態に混乱を与えかねないようなことを、今、やりますか。

せめて、経済情勢が落ち着くまでの間、例えば、１年ないし１年半導入を延期すべきで
はないでしょうか。

さいとう健は、自民党税制調査会副会長として、大変ハードルは高いものの、この点、
大いに主張していく決意です。

令和4年11月9日





６．インボイス導⼊が社会を悪化させる



インボイス導入による懸念事項

•多数の廃業と滞納が発⽣
•建設、エンタメ業界などで若者の離職、業界の存続の危機
•膨⼤の実務負担の増加
•間違いインボイス、偽インボイスで税の信頼性の低下
•懸念される個⼈情報の漏洩リスク
•結局は、消費税の⼤増税の布⽯


